
議案第３号

令和５年度南丹市介護保険事業特別会計予算

令和５年度南丹市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，３３１，１００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおりと定める。

（１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でこれらの経費の各項の間の流用

令和５年２月１６日提出

南丹市長 西村 良平
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金          額款

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

（単位：千円）歳 入

項

保 険 料1 758,453

介 護 保 険 料1 758,453

使 用 料 及 び 手 数 料2 100

手 数 料1 100

国 庫 支 出 金3 1,064,544

国 庫 負 担 金1 692,400

国 庫 補 助 金2 372,144

支 払 基 金 交 付 金4 1,099,680

支 払 基 金 交 付 金1 1,099,680

府 支 出 金5 627,762

府 負 担 金1 591,350

府 補 助 金2 36,412

財 産 収 入6 1

財 産 運 用 収 入1 1

繰 入 金7 780,555

一 般 会 計 繰 入 金1 728,222

基 金 繰 入 金2 52,333

繰 越 金8 1

繰 越 金1 1

諸 収 入9 4

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料1 1

雑 入3 3

4,331,100歳              入              合              計
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金          額款

（単位：千円）歳 出

項

1 総 務 費 88,829

総 務 管 理 費 1 41,896

徴 収 費 2 1,890

介 護 認 定 審 査 会 費 3 41,480

計 画 策 定 委 員 会 費 4 3,563

2 保 険 給 付 費 3,950,000

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 1 3,587,700

介 護 予 防 サ ー ビ ス 等 諸 費 2 125,000

そ の 他 諸 費 3 3,600

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 4 81,000

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 5 140,500

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 等 費 6 12,200

4 地 域 支 援 事 業 費 280,265

介護予防・生活支援サービス事業費 1 130,144

一 般 介 護 予 防 事 業 費 2 7,924

包 括 的 支 援 事 業 ・ 任 意 事 業 費 3 104,943

包括的支援事業費（社会保障充実分） 4 36,754

そ の 他 諸 費 5 500

6 公 債 費 296

公 債 費 1 296

7 諸 支 出 金 1,710

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1 1,710

8 予 備 費 10,000

予 備 費 1 10,000

4,331,100歳              出              合              計
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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款 比     較前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

本 年 度 予 算 額

1 保 険 料 761,331 △2,878758,453

2 使 用 料 及 び 手 数 料 100 0100

3 国 庫 支 出 金 1,033,174 31,3701,064,544

4 支 払 基 金 交 付 金 1,084,619 15,0611,099,680

5 府 支 出 金 617,041 10,721627,762

6 財 産 収 入 1 01

7 繰 入 金 769,229 11,326780,555

8 繰 越 金 1 01

9 諸 収 入 4 04

歳     入     合     計 4,331,100 4,265,500 65,600
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地 方 債

本年度予算額 比 較前年度予算額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国府支出金 そ の 他

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

歳 出

1001 90,045 △1,21688,829 88,729総 務 費

1,066,5001,580,0002 3,890,000 60,0003,950,000 1,303,500保 険 給 付 費

33,180112,3064 273,449 6,816280,265 134,779地 域 支 援 事 業 費

6 296 0296 296公 債 費

7 1,710 01,710 1,710諸 支 出 金

8 10,000 010,000 10,000予 備 費

歳     出     合     計 4,331,100 4,265,500 65,600 1,692,306 1,099,780 1,539,014
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２　歳　入

（単位：千円）介護保険料1保険料（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

708,445現年度分特別徴収1761,331第１号被保険者保1 △2,878758,453 708,445現年度分特別徴収保険料

保険料険料

48,008現年度分普通徴収2 48,008現年度分普通徴収保険料

保険料

2,000滞納繰越分普通徴3 2,000滞納繰越分普通徴収保険料

収保険料

△2,878761,331758,453計

手数料（項） 1使用料及び手数料（款） 2

100督促手数料1100督促手数料1 0100 100督促手数料

0100100計

国庫負担金（項） 1国庫支出金（款） 3

692,400現年度分1684,250介護給付費負担金1 8,150692,400 692,400介護給付費負担金

8,150684,250692,400計

国庫補助金（項） 2国庫支出金（款） 3

296,250現年度分調整交付1272,300調整交付金1 23,950296,250 296,250現年度分調整交付金

金

33,794現年度分134,318地域支援事業交付4 △52433,794 33,794地域支援事業交付金（総合事業）

金（総合事業）

42,100現年度分142,306地域支援事業交付5 △20642,100 42,100地域支援事業交付金（総合事業以外の地域支援事業）

金（総合事業以外

の地域支援事業）
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（単位：千円）国庫補助金2国庫支出金（款） 3 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

23,220348,924372,144計

支払基金交付金（項） 1支払基金交付金（款） 4

1,066,500現年度分11,050,300介護給付費交付金1 16,2001,066,500 1,066,500介護給付費交付金

33,180現年度分134,319地域支援事業支援2 △1,13933,180 33,180地域支援事業支援交付金

交付金

15,0611,084,6191,099,680計

府負担金（項） 1府支出金（款） 5

591,350現年度分1580,000介護給付費負担金1 11,350591,350 591,350介護給付費負担金

11,350580,000591,350計

府補助金（項） 2府支出金（款） 5

15,362現年度分115,888地域支援事業交付3 △52615,362 15,362地域支援事業交付金（総合事業）

金（総合事業）

21,050現年度分121,153地域支援事業交付4 △10321,050 21,050地域支援事業交付金（総合事業以外の地域支援事業）

金（総合事業以外

の地域支援事業）

△62937,04136,412計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 6

1基金運用収入11利子及び配当金1 01 1介護保険給付費準備基金運用利子収入

011計
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（単位：千円）一般会計繰入金1繰入金（款） 7 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

493,750現年度分1486,250介護給付費繰入金1 7,500493,750 493,750介護給付費繰入金

15,362現年度分115,888地域支援事業繰入4 △52615,362 15,362地域支援事業繰入金（総合事業）

金（総合事業）

21,050現年度分121,153地域支援事業繰入5 △10321,050 21,050地域支援事業繰入金（総合事業以外の地域支援事業）

金（総合事業以外

の地域支援事業）

53,018現年度分153,068低所得者保険料軽6 △5053,018 53,018低所得者保険料軽減繰入金

減繰入金

48,023現年度分136,454地域支援事業繰入7 11,56948,023 48,023地域支援事業繰入金（市単独事業）

金（市単独事業）

35,924職員給与費等繰入198,235その他一般会計繰8 △1,21697,019 35,924職員給与費等繰入金

金入金

61,095事務費繰入金2 61,095事務費繰入金

17,174711,048728,222計

基金繰入金（項） 2繰入金（款） 7

52,333介護保険給付費準158,181介護保険給付費準1 △5,84852,333 52,333介護保険給付費準備基金繰入金

備基金繰入金備基金繰入金

△5,84858,18152,333計

繰越金（項） 1繰越金（款） 8

1前年度繰越金11繰越金1 01 1前年度繰越金

011計
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（単位：千円）延滞金、加算金及び過料1諸収入（款） 9 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

1第１号被保険者延11第１号被保険者延1 01 1延滞金

滞金滞金

011計

雑入（項） 3諸収入（款） 9

1第三者納付金11第三者納付金1 01 1第三者納付金

1返納金11返納金2 01 1返納金

1雑入11雑入3 01 1雑入

033計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 41,896 44,481 △2,585 41,896 2給 料 17,301 〇一般職員給与費 35,924

費 　・一般職給 17,301
3職員手当等 13,138 　・扶養手当 1,158

　・通勤手当 269
4共 済 費 5,485 　・時間外勤務手当 1,941

　・期末手当 3,765
8旅 費 30 　・勤勉手当 2,945

　・児童手当 810
10需 用 費 742 　・職員退職手当組合負担金 2,250

　・職員共済組合負担金 5,341
11役 務 費 1,957 　・職員厚生会負担金 104

　・職員公務災害補償基金負担金 40
12委 託 料 1,810 〇一般経常事務費 5,972

　・普通旅費 30
13使用料及び 153 　・消耗品費 518
賃 借 料 　・印刷製本費 224

　・通信運搬費 1,179
17備品購入費 1,205 　・共同処理手数料 688

　・第三者行為求償事務手数料 90
18負担金､補助 75 　・業務委託料 1,699
及び交付金 　・電算機器保守管理委託料 111

　・ソフトウェア使用料 130

　・有料道路通行料 9

　・駐車場使用料 14

　・事務用器具購入費 1,205

　・研修負担金 75

計 41,896 44,481 △2,585 41,896

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費

1賦課徴収 1,890 1,912 △22 100 1,790 10需 用 費 309 〇保険料賦課徴収費 1,890
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（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

費 11役 務 費 1,581 　・印刷製本費 309

　・通信運搬費 1,393

　・口座振替手数料 188

計 1,890 1,912 △22 100 1,790

（款） 1 総務費 （項） 3 介護認定審査会費

1介護認定 12,616 12,588 28 12,616 1報 酬 9,732 〇介護認定審査会費 12,616

審査会費 　・会計年度任用職員報酬 3,759
3職員手当等 752 　・介護認定審査会委員報酬 5,973

　・期末手当 752
4共 済 費 801 　・職員共済組合負担金 300

　・社会保険料 438
8旅 費 63 　・雇用保険料 44

　・労災保険料 19
11役 務 費 1,268 　・費用弁償 63

　・通信運搬費 1,268

2認定調査 28,864 26,497 2,367 28,864 1報 酬 14,389 〇認定調査等費 28,864

等費 　・会計年度任用職員報酬 9,173
3職員手当等 1,809 　・会計年度任用職員報酬【短時

    間】 5,216
4共 済 費 1,938 　・期末手当 1,809

　・職員共済組合負担金 726
8旅 費 374 　・社会保険料 1,059

　・雇用保険料 108
10需 用 費 169 　・労災保険料 45

　・会計年度任用職員費用弁償 366
11役 務 費 8,812 　・普通旅費 8

　・消耗品費 150
12委 託 料 1,373 　・燃料費 19

　・通信運搬費 12
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（款） 1 総務費 （項） 3 介護認定審査会費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

　・手数料 8,800

　・訪問調査委託料 1,373

計 41,480 39,085 2,395 41,480

（款） 1 総務費 （項） 4 計画策定委員会費

1計画策定 3,563 4,567 △1,004 3,563 1報 酬 314 〇介護保険事業計画策定委員会費 3,563

委員会費 　・介護保険事業計画策定委員会

10需 用 費 41     委員報酬 314

　・消耗品費 41
11役 務 費 60 　・通信運搬費 60

　・業務委託料 3,124
12委 託 料 3,124 　・施設使用料 24

13使用料及び 24

賃 借 料

計 3,563 4,567 △1,004 3,563

（款） 2 保険給付費 （項） 1 介護サービス等諸費

1居宅介護 1,107,700 1,138,200 △30,500 443,081 299,079 365,540 18負担金､補助 1,107,700 〇居宅介護サービス給付費 1,107,700

サービス 及び交付金 　・居宅介護サービス給付費 1,107,700

給付費

2地域密着 560,000 540,000 20,000 224,000 151,200 184,800 18負担金､補助 560,000 〇地域密着型介護サービス給付費 560,000

型介護サ 及び交付金 　・地域密着型介護サービス給付

ービス給     費 560,000

付費

3施設介護 1,770,000 1,690,000 80,000 708,000 477,900 584,100 18負担金､補助 1,770,000 〇施設介護サービス給付費 1,770,000

サービス 及び交付金 　・施設介護サービス給付費 1,770,000
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（款） 2 保険給付費 （項） 1 介護サービス等諸費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

給付費

4居宅介護 150,000 150,000 0 60,000 40,500 49,500 18負担金､補助 150,000 〇居宅介護サービス計画給付費 150,000

サービス 及び交付金 　・居宅介護サービス計画給付費 150,000

計画給付

費

計 3,587,700 3,518,200 69,500 1,435,081 968,679 1,183,940

（款） 2 保険給付費 （項） 2 介護予防サービス等諸費

1介護予防 95,000 95,000 0 38,000 25,650 31,350 18負担金､補助 95,000 〇介護予防サービス給付費 95,000

サービス 及び交付金 　・介護予防サービス給付費 95,000

給付費

2地域密着 9,000 9,000 0 3,600 2,430 2,970 18負担金､補助 9,000 〇地域密着型介護予防サービス給

型介護予 及び交付金   付費 9,000

防サービ 　・地域密着型介護予防サービス

ス給付費     給付費 9,000

3介護予防 21,000 21,000 0 8,400 5,670 6,930 18負担金､補助 21,000 〇介護予防サービス計画給付費 21,000

サービス 及び交付金 　・介護予防サービス計画給付費 21,000

計画給付

費

計 125,000 125,000 0 50,000 33,750 41,250

（款） 2 保険給付費 （項） 3 その他諸費

1審査支払 3,600 3,600 0 1,440 972 1,188 11役 務 費 3,600 〇介護給付費審査支払手数料 3,600

手数料 　・審査支払手数料 3,600

計 3,600 3,600 0 1,440 972 1,188
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（款） 2 保険給付費 （項） 4 高額介護サービス費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1高額介護 81,000 80,000 1,000 32,400 21,870 26,730 18負担金､補助 81,000 〇高額介護サービス費 81,000

サービス 及び交付金 　・高額介護サービス費 81,000

費

計 81,000 80,000 1,000 32,400 21,870 26,730

（款） 2 保険給付費 （項） 5 特定入所者介護サービス費

1特定入所 140,000 150,000 △10,000 56,000 37,800 46,200 18負担金､補助 140,000 〇特定入所者介護サービス費 140,000

者介護サ 及び交付金 　・特定入所者介護サービス費 140,000

ービス費

2特定入所 500 500 0 199 135 166 18負担金､補助 500 〇特定入所者介護予防サービス費 500

者介護予 及び交付金 　・特定入所者介護予防サービス

防サービ     費 500

ス費

計 140,500 150,500 △10,000 56,199 37,935 46,366

（款） 2 保険給付費 （項） 6 高額医療合算介護サービス等費

1高額医療 12,000 12,500 △500 4,800 3,240 3,960 18負担金､補助 12,000 〇高額医療合算介護サービス費 12,000

合算介護 及び交付金 　・高額医療合算介護サービス費 12,000

サービス

費

2高額医療 200 200 0 80 54 66 18負担金､補助 200 〇高額医療合算介護予防サービス

合算介護 及び交付金   費 200

予防サー 　・高額医療合算介護予防サービ

ビス費     ス費 200

計 12,200 12,700 △500 4,880 3,294 4,026
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（款） 4 地域支援事業費 （項） 1 介護予防・生活支援サービス事業費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1介護予防 119,544 119,516 28 41,547 28,043 49,954 12委 託 料 624 〇介護予防・生活支援サービス事

・生活支   業 119,544

援サービ 18負担金､補助 118,920 　・介護予防サービス事業委託料 624

ス事業費 及び交付金 　・介護予防サービス事業費 116,400

　・高額介護サービス費等相当事

    業費 600

　・訪問型サービスＤ事業補助金 1,920

2介護予防 10,600 9,600 1,000 4,240 2,862 3,498 18負担金､補助 10,600 〇介護予防ケアマネジメント事業 10,600

ケアマネ 及び交付金 　・介護予防ケアマネジメント事

ジメント     業費 10,600

事業費

計 130,144 129,116 1,028 45,787 30,905 53,452

（款） 4 地域支援事業費 （項） 2 一般介護予防事業費

1一般介護 7,924 6,638 1,286 3,169 2,140 2,615 1報 酬 2,618 〇介護予防普及啓発事業 6,464

予防事業 　・会計年度任用職員報酬【短時

費 7報 償 費 1,283     間】 2,618

　・謝礼 1,283
8旅 費 307 　・会計年度任用職員費用弁償 307

　・消耗品費 39
10需 用 費 39 　・通信運搬費 51

　・事業委託料 2,027
11役 務 費 51 　・施設使用料 139

〇地域介護予防活動支援事業 1,460
12委 託 料 2,027 　・地域介護予防活動支援事業補

    助金 1,460
13使用料及び 139

賃 借 料

18負担金､補助 1,460
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（款） 4 地域支援事業費 （項） 2 一般介護予防事業費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

及び交付金

計 7,924 6,638 1,286 3,169 2,140 2,615

（款） 4 地域支援事業費 （項） 3 包括的支援事業・任意事業費

1包括的支 59,439 60,771 △1,332 25,590 33,849 12委 託 料 59,439 〇包括的支援事業 59,439

援事業費 　・地域包括支援センター委託料 59,439

2任意事業 45,504 39,743 5,761 16,335 29,169 1報 酬 936 〇介護用品支給事業 731

費 　・介護用品支給費 731
8旅 費 68 〇介護相談員派遣事業 1,348

　・介護相談員報酬 936
10需 用 費 190 　・費用弁償 68

　・消耗品費 190
11役 務 費 4 　・任意保険料 4

　・研修負担金 150
12委 託 料 43,395 〇食の自立支援事業 41,736

　・食の自立支援サービス事業委

18負担金､補助 180     託料 41,736
及び交付金 〇住宅改修支援事業 30

　・住宅改修理由書作成助成金 30
19扶 助 費 731 〇あんしん見守りシステム事業 1,659

　・業務委託料 1,659

計 104,943 100,514 4,429 41,925 63,018

（款） 4 地域支援事業費 （項） 4 包括的支援事業費（社会保障充実分）

1在宅医療 143 156 △13 83 60 7報 償 費 102 〇在宅医療・介護連携推進事業 143

・介護連 　・謝礼 102

携推進事 10需 用 費 3 　・消耗品費 3
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（款） 4 地域支援事業費 （項） 4 包括的支援事業費（社会保障充実分） （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

業費 11役 務 費 10 　・通信運搬費 10

　・施設使用料 28
13使用料及び 28

賃 借 料

2生活支援 28,573 28,605 △32 16,500 12,073 7報 償 費 35 〇生活支援体制整備事業 28,573

体制整備 　・謝礼 35

事業費 12委 託 料 28,538 　・生活支援コーディネーター委

    託料 28,538

3認知症総 8,038 7,920 118 4,642 3,396 10需 用 費 55 〇認知症初期集中支援推進事業 447

合支援事 　・事業委託料 447

業費 12委 託 料 7,983 〇認知症地域支援・ケア向上事業 7,591

　・消耗品費 55

　・事業委託料 7,536

計 36,754 36,681 73 21,225 15,529

（款） 4 地域支援事業費 （項） 5 その他諸費

1審査支払 500 500 0 200 135 165 11役 務 費 500 〇審査支払手数料 500

手数料 　・審査支払手数料 500

計 500 500 0 200 135 165

（款） 6 公債費 （項） 1 公債費

1公債費 296 296 0 296 22償還金､利子 296 〇一時借入金利子 296
及び割引料 　・一時借入金利子 296

計 296 296 0 296
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（款） 7 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1第１号被 1,710 1,710 0 1,710 22償還金､利子 1,710 〇第１号被保険者保険料還付金 1,710

保険者保 及び割引料 　・第１号被保険者保険料還付金 1,700

険料還付 　・保険料還付加算金 10

金

計 1,710 1,710 0 1,710

（款） 8 予備費 （項） 1 予備費

1予備費 10,000 10,000 0 10,000 〇予備費 10,000

　・予備費 10,000

計 10,000 10,000 0 10,000

-19-



１　特別職
（単位：千円）

給 与 費

給 　与 　費 　明 　細 　書

区　　　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料

期末手当
（年間支給率）

その他
の手当

計

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

35 人 7,223 7,223 7,223

計 35 人 7,223 7,223 7,223

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

35 人 7,244 7,244 7,244

計 35 人 7,244 7,244 7,244

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

人 △ 21 △ 21 △ 21

計 人 △ 21 △ 21 △ 21

本

年

度

前

年

度

比

較
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２　一般職
　（１）　総括

（下記のアとイの合計）

内訳 ア　会計年度任用職員以外の職員 内訳 イ　会計年度任用職員

備
考

備
考

（単位：千円）

給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本　年　度
（34人）

　5人
20,766 17,301 15,699 53,766 8,224 61,990

前　年　度
（34人）

　5人
19,256 17,873 17,332 54,461 8,345 62,806

比　　　較 1,510 △ 572 △ 1,633 △ 695 △ 121 △ 816

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当
負担金等

本年度 1,158 269 1,941 9,271 810 2,250

前年度 1,536 336 330 2,402 9,004 1,400 2,324

比　較 △ 378 △ 336 △ 61 △ 461 267 △ 590 △ 74

（単位：千円） （単位：千円）

給　　　与　　　費 給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計 報　　酬 給　　料 職員手当 計

本　年　度 5人 17,301 13,138 30,439 5,485 35,924 本　年　度 （34人） 20,766 2,561 23,327 2,739 26,066

前　年　度 5人 17,873 15,232 33,105 6,137 39,242 前　年　度 （34人） 19,256 2,100 21,356 2,208 23,564

比　　　較 △ 572 △ 2,094 △ 2,666 △ 652 △ 3,318 比　　　較 1,510 461 1,971 531 2,502

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当
負担金

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当 退職手当

本年度 1,158 269 1,941 6,710 810 2,250 本年度 2,561

前年度 1,536 336 330 2,402 6,904 1,400 2,324 前年度 2,100

比　較 △ 378 △ 336 △ 61 △ 461 △ 194 △ 590 △ 74 比　較 461

　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予
算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の
基礎となったものについて記載したものである。
２　（）内は、会計年度任用のパートタイム勤務職員についての人数である（外数）。

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

職員手当
の内訳

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考 区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

職員手当
の内訳

職員手当
の内訳
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　（２）　給料、報酬及び職員手当の増減額の明細

（下記のアとイの合計）

 職員数の変動及び異動等に伴う増減分

内訳 ア　会計年度任用職員以外の職員 内訳 イ　会計年度任用職員

 職員数の変動及び異動等に伴う増減分

（単位：千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考

  （職員数の異動状況）

区分 現に在職する職員数 その他 計

本年度 5人 5人

前年度 5人 5人

増減

（単位：千円） （単位：千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考 区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考

  （職員数の異動状況）

区分 現に在職する職員数 その他 計

本年度 5人 5人

前年度 5人 5人

増減

給与改定に伴う
増減分

92 給与改定率　0.3％

昇給に伴う増加
分

313 平均昇給率　1.2％

報　　　酬 1,510

報酬改定に伴う
増減分

190 報酬改定率　1.6％

その他の増減分 1,320 職員の異動等に伴う増減分 1,320千円

職員手当 △ 1,633

制度改正に伴う
増減分

143 期末勤勉手当の増加分　143千円 (勤勉手当支給割合0.1月増)

その他の増減分 △ 1,776 職員の異動等に伴う増減分　△1,776千円

給与改定に伴う
増減分

92 給与改定率　0.3％
報酬改定に伴う
増減分

190 報酬改定率　1.6％

昇給に伴う増加
分

313 平均昇給率　1.2％
その他の増減分 1,320 職員の異動等に伴う増減分 1,320千円

職員手当 461 その他の増減分 461 職員の異動等に伴う増減分　461千円

職員手当 △ 2,094

制度改正に伴う
増減分

143 期末勤勉手当の増加分　143千円 (勤勉手当支給割合0.1月増)

その他の増減分 △ 2,237 職員の異動等に伴う増減分　△2,237千円

給　　　料 △ 572

その他の増減分 △ 977

給　　　料 △ 572

報　　　酬 1,510

その他の増減分 △ 977
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　（３）　給料及び職員手当の状況

　　（ア）　職員１人当たり給与 　　（イ）　初任給

　　（ウ）　級別職員数 　　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 国　　の　　制　　度

平 均 給 料 月 額 ２８７，１８０円 行政職（一）

平 均 給 与 月 額 ３４４，３１２円 大　学　卒 １８５，２００円 １８５，２００円

平 均 年 齢 ３７．８　歳 短　大　卒 １６７，１００円 １６７，１００円

平 均 給 料 月 額 ２９６，６８０円 高　校　卒 １５４，６００円 １５４，６００円

平 均 給 与 月 額 ３５６，１９９円

平 均 年 齢 ３９．４　歳

一　　般　　行　　政　　職 職務の級 基 準 と な る 職 務

級 職員数 構成比（％） 級 職員数 構成比（％） ７　　級 　部長・次長

１ 級 ５ 級 1人 20.0 ６　　級 　課長・参事

２ 級 3人 60.0 ６ 級 ５　　級 　課長補佐

３ 級 ７ 級 ４　　級 　係長

４ 級 1人 20.0 合　　計 5人 100.0 ３　　級 　主任・主査

１ 級 ５ 級 1人 20.0 ２　　級 　主事

２ 級 2人 40.0 ６ 級 １　　級 　主事・主事補

３ 級 2人 40.0 ７ 級

４ 級 合　　計 5人 100.0 

区　　　　分 南丹市

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

区　　　　分

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在
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　　（エ）　昇給 　　（オ）　期末手当・勤勉手当

　　（カ）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　（キ）　特殊勤務手当

　　（ク）　その他の手当

支給期別支給率（月分）

６月 １２月

職　　員　　数　　　　　　(A) 5人 職　　員　　数　　　　　　(A) 5人 本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

昇給に係る職員数　(B) 5人 昇給に係る職員数　(B) 5人 前 年 度 2.150 2.150 4.30 有

１号給 １号給 国 の 制 度 2.200 2.200 4.40 有

２号給 ２号給

３号給 ３号給

４号給 5人 ４号給 5人
２０年

勤続の者
２４年

勤続の者
３５年

勤続の者
最高限度

５号給 ５号給 （月分） （月分） （月分） （月分）

６号給 ６号給

７号給 ７号給

８号給 ８号給

比　率　　　　　　(B/A)　　　（％） 100.0% 比　率　　　　　　(B/A)　　　（％） 100.0%

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ 予 算 ） ０．００　％

支給対象職員の比率（令和５年１月１日現在 ） ０．００　％

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
伝染病防疫等作業手当

（1,000円／回）
汚物処理作業手当

（500円／回）

区　　　　　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

管 理 職 手 当 異 　国は定額制であるが、　南丹市は定率制である。

管理職員特別勤務手当 同

区　　　　　　分 一般行政職 区　　　　　　分 一般行政職 区　　　　　　分 支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備　　　　考

区　　　　　　分 その他の加算特例等 備　考

南 丹 市
（支給率等）

24.586875 31.282875 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

あり
　退職手当支給事務については、京都府
市町村退職手当組合による。

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 31.282875 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

あり

区　　　　　　　　分 全　　　職　　　種

本

年

度

前

年

度

号給数別内訳 号給数別内訳
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